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1.1 環境省が公表する市町村別のCO2排出量現況推計
〇 環境省では、地⽅公共団体が「地⽅公共団体実⾏計画」の計画の策定・実施等に際して有益な情報を
提供する「地⽅公共団体実⾏計画策定・実施⽀援サイト」を開設しています※。
〇 ⽀援サイトでは標準的⼿法に則った全市町村の排出量を、現況推計として公表しています。対象は産業
（3区分）、業務その他、家庭、運輸（3区分）、廃棄物の計9部⾨・分野です。統計情報の制約上、推計
の最新年度は2年のずれがあります。

区域施策編 策定・実施マニュアル 算定⼿法編 関連箇所︓16ページ

地⽅公共団体実⾏計画策定・実施⽀援サイト https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/index.html

・・・

・・・

市町村名 按分指標（従業者数） 業務部⾨排出量

2016年度の業務部⾨の現況推計例

全
市
区
町
村
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1.2 ⾃治体排出量カルテとは︖
〇 標準的⼿法による部⾨別CO2の現況推計結果を含む諸データを、都道府県・市町村別の個別ファイルで
可視化を施した2次統計資料であり、都道府県別エネルギー消費統計、温室効果ガス排出量算定・報告・公
表制度（以下、SHK）に基づく事業所排出量、固定価格買取制度（以下、FIT）等の公表データを基に
作成されています。

市町村別の部⾨別CO2排出量現況推計 ⾃治体排出量カルテ

可
視
化

区域施策編 策定・実施マニュアル 算定⼿法編 関連箇所︓16ページ

１ 地⽅公共団体の区域全体の排出量(標準的⼿法) に占める特定事業所のカバー率 ３ 特定事業所数及び１事業所当たりの排出量

１）部⾨・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化 ２)地⽅公共団体の区域全体の排出量部⾨・分野別構成⽐       

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

合  計  8 6 5 6 8 8 8 8 112 111 107 119 137 136 141 145
産業部⾨ 13 11 6 8 15 14 13 13 13 12 6 12 17 16 18 16

製造業 13 11 6 8 15 14 14 14 13 12 6 12 16 15 17 15
建設業・鉱業 - - - - 5 12 4 4 0 0 0 0 1 1 1 1
農林⽔産業 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0

業務その他部⾨ 8 6 5 6 7 7 7 8 91 91 93 99 112 112 115 120
エネルギー転換部⾨ 2 2 1 1 1 1 1 3 8 8 8 8 8 8 8 9
分類不能 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

構成⽐
特定事業所の

排出量
(千t-CO2)

特定事業所の
カバー率

合  計  12,582 12,090 13,779 15,526 15,250 15,551 15,162 15,178 100% 1,224 8%
産業部⾨ 1,704 1,701 1,715 1,787 1,810 1,716 1,814 1,849 12% 209 11%

製造業 1,457 1,300 1,447 1,457 1,484 1,400 1,484 1,536 10% 205 13%
建設業・鉱業 232 386 253 313 312 298 313 293 2% 4 1%
農林⽔産業 15 14 15 17 15 18 17 19 0% 0 0%

業務その他部⾨ 4,072 3,618 4,390 5,354 5,301 5,377 5,290 5,101 34% 989 19%
家庭部⾨ 4,241 4,211 5,138 5,828 5,630 6,007 5,607 5,729 38%
運輸部⾨ 2,466 2,471 2,440 2,455 2,409 2,345 2,340 2,363 16%

⾃動⾞ 2,356 2,355 2,306 2,308 2,259 2,201 2,199 2,226 15%
旅客 1,588 1,583 1,563 1,566 1,516 1,451 1,447 1,444 10%
貨物 768 773 743 742 743 750 751 782 5%

鉄道 110 115 134 146 149 144 141 137 1%
船舶 0 0 0 0 0 0 0 0 0%

 廃棄物分野（⼀般廃棄物） 98 88 96 103 100 107 112 137 1%

N : 札幌市事業所数

２ 特定事業所の排出量
3)特定事業所排出量の推移       4)特定事業所の排出量部⾨別構成⽐（平成28年度（2016年度））

千t-CO2

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

合  計  867 708 537 721 1,088 1,047 1,070 1,224
産業部⾨ 168 130 34 96 252 224 234 209

製造業 168 130 34 96 247 212 230 205 N : 札幌市事業所数

建設業・鉱業 0 0 0 0 5 12 4 4
農林⽔産業 0 0 0 0 0 0 0 0 N : 札幌市事業所数

業務その他部⾨ 684 562 492 616 829 817 830 989
エネルギー転換部⾨ 16 16 11 9 7 6 6 26
分類不能 0 0 0 0 0 0 0 0

部⾨
特定事業所の排出量（千t-CO2)

部⾨・分野
平成28年度

部⾨
1事業所当たりの排出量（千t-CO2） 特定事業所数（箇所)

産業部⾨

12%

業務その他部⾨

34%
家庭部⾨

38%

運輸部⾨

15%

廃棄物分野

（⼀般廃棄物）

1%

産業部⾨

製造業

建設業・鉱業

農林⽔産業

業務その他部⾨

家庭部⾨

運輸部⾨

⾃動⾞

鉄道

船舶

廃棄物分野
（⼀般廃棄物）

0 5 10 15 20 25 30 35

9︓⾷料品製造業(N=9)

10︓飲料・たばこ・飼料製造業(N=2)

11︓繊維⼯業(N=0)

12︓⽊材・⽊製品製造業（家具を除く）(N=0)

13︓家具・装備品製造業(N=0)

15︓印刷・同関連業(N=2)

18︓プラスチック製品製造業（別掲を除く）(N=0)

19︓ゴム製品製造業(N=0)

20︓なめし⾰・同製品・⽑⽪製造業(N=0)

23︓⾮鉄⾦属製造業(N=0)

24︓⾦属製品製造業(N=0)

25︓はん⽤機械器具製造業(N=0)

26︓⽣産⽤機械器具製造業(N=0)

27︓業務⽤機械器具製造業(N=0)

28︓電⼦部品・デバイス・電⼦回路製造業(N=0)

29︓電気機械器具製造業(N=0)

30︓情報通信機械器具製造業(N=0)

31︓輸送⽤機械器具製造業(N=0)

32︓その他の製造業(N=0)

N:札幌市事業所数

札幌市 全国

エネルギー多消費業種以外

千t-CO2

10)エネルギー転換部⾨細分類別１事業所当たりの排出量
(全国平均値との⽐較)(平成28年度（2016年度）)
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14︓パルプ・紙・紙加⼯品製造業(N=0)

16︓化学⼯業(N=1)

17︓⽯油製品・⽯炭製品製造業(N=0)

21︓窯業・⼟⽯製品製造業(N=0)

22︓鉄鋼業(N=1)

札幌市 全国

エネルギー多消費業種

千t-CO2

0 10 20 30 40

F︓電気・ガス・熱供給・⽔道業(N=17)

G︓情報通信業(N=13)

H︓運輸業，郵便業(N=0)

I︓卸売業，⼩売業(N=21)

J︓⾦融業，保険業(N=4)

K︓不動産業，物品賃貸業(N=14)

L︓学術研究,専⾨･技術ｻｰﾋﾞｽ業(N=2)

M︓宿泊業，飲⾷サービス業(N=19)

N︓⽣活関連ｻｰﾋﾞｽ業,娯楽業(N=3)

O︓教育，学習⽀援業(N=5)

P︓医療，福祉(N=18)

Q︓複合サービス事業(N=0)

R︓サービス業（他に分類されないもの）(N=5)

S︓公務（他に分類されるものを除く）(N=8)

札幌市 全国
千t-CO2

内側（内訳）凡例

0 200 400 600 800 1,000

⽯油精製業・コークス製造業(N=0)

発電所・変電所(N=0)

ガス製造⼯場(N=0)

熱供給業(N=9)

N:札幌市事業所数

札幌市 全国
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7)特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移（エネルギー転換部⾨）

製造業
17%

業務その他部⾨
81%

エネルギー転換部⾨
2%

製造業

建設業・鉱業

農林⽔産業

業務その他部⾨

エネルギー転換部⾨

分類不能

（エネルギー転換部⾨を除く）

（エネルギー転換部⾨を除く）

区域全体の排出量は、環境省「地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）策定･実施マニュアル（算定⼿法編）（Ver1.0）（平成29年3⽉）」の標準的⼿法に基づき統計資料の按分により
地⽅公共団体別部⾨・分野別の排出量を推計した値です。なお、⼀般廃棄物のCO2排出量は、環境省「⼀般廃棄物実態調査結果」の焼却処理量から推計しています。
各地⽅公共団体の過年度のデータは、地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）策定⽀援サイト
（https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/kuiki/index.html）をご参照ください。

特定事業所のカバー率は、推計の精度の関係で地⽅公共団体の区域全体の排出量に占める特定事業所排出量の⽐率が100％を超える場合、100％としています。

本カルテの「特定事業所」は、「地球温暖化対策の推進に関
する法律」に基づくエネルギー使⽤量が原油換算で1,500kl/年
以上である事業所です。本カルテの特定事業所の部⾨と⽇本標
準産業分類の細分類との対応は以下の通りです。

製造業︓E製造業(エネルギー転換部⾨の細分類除く)
建設業・鉱業︓C鉱業,採⽯業,砂利採取業,D建設業
農林⽔産業︓A農業,林業,B漁業
業務その他部⾨︓ F電気・ガス・熱供給・⽔道業

〜S公務(エネルギー転換部⾨の細分類除く)
エネルギー転換部⾨︓標準産業分類の細分類（E製造業の
1711︓⽯油精製業、1731︓コークス製造業、F︓ F電気・ガス・
熱供給・⽔道業の3311︓発電所、3312︓変電所、3411︓ガス製
造⼯場、3511︓熱供給業）

9)業務その他部⾨⼤分類別１事業所当たりの排出量
(全国平均値との⽐較)(平成28年度（2016年度）)

8)産業部⾨（製造業）中分類別１事業所当たりの排出量
(全国平均値との⽐較)(平成28年度（2016年度）)

CO2排出量の傾向把握  【⾃治体排出量カルテ】（１／４） 札幌市
〇地⽅公共団体の部⾨・分野別排出量（標準的⼿法）

１）排出量の部⾨・分野別構成⽐ 平成17年度（2005年度） ４）部⾨・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化
平成17年度 （千t-CO2）

排出量
(千t-CO2)

合  計  13,389 100%
産業部⾨ 2,121 16%

製造業 1,813 14%
建設業・鉱業 237 2%
農林⽔産業 71 1%

業務その他部⾨ 3,939 29%
家庭部⾨ 4,453 33%
運輸部⾨ 2,668 20%

⾃動⾞ 2,558 19%
旅客 1,708 13%
貨物 850 6%

鉄道 110 1%
船舶 0 0%

廃棄物分野（⼀般廃棄物） 208 2%

２）排出量の部⾨・分野別構成⽐ 平成25年度（2013年度）
平成25年度

排出量
(千t-CO2)

合  計  14,437 100%
産業部⾨ 1,696 12%

製造業 1,425 10% 平成17年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

建設業・鉱業 216 1% 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量

農林⽔産業 55 0% （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2)

業務その他部⾨ 4,837 34% 合  計  13,389 12,849 13,226 11,943 11,357 13,300 14,974 14,437 14,903 14,399 13,898 13,899 13,430
家庭部⾨ 5,396 37% 産業部⾨ 2,121 1,962 1,747 1,604 1,435 1,642 1,709 1,696 1,600 1,662 1,666 1,755 1,708
運輸部⾨ 2,409 17% 製造業 1,813 1,675 1,496 1,373 1,204 1,348 1,386 1,425 1,330 1,398 1,407 1,499 1,468

⾃動⾞ 2,259 16% 建設業・鉱業 237 210 184 159 165 232 261 216 208 200 188 192 178
旅客 1,516 11% 農林⽔産業 71 77 66 72 66 61 62 55 62 65 70 63 61
貨物 743 5% 業務その他部⾨ 3,939 3,589 4,199 3,703 3,315 4,187 5,201 4,837 5,079 4,914 4,213 4,225 4,189

鉄道 149 1% 家庭部⾨ 4,453 4,566 4,685 4,071 4,049 4,935 5,507 5,396 5,772 5,371 5,518 5,435 5,055
船舶 0 0% 運輸部⾨ 2,668 2,579 2,487 2,466 2,471 2,440 2,455 2,409 2,344 2,340 2,363 2,348 2,316

廃棄物分野（⼀般廃棄物） 100 1% ⾃動⾞ 2,558 2,463 2,372 2,356 2,355 2,306 2,308 2,259 2,201 2,199 2,225 2,214 2,190
旅客 1,708 1,632 1,569 1,588 1,583 1,563 1,566 1,516 1,451 1,447 1,443 1,433 1,412
貨物 850 830 803 768 773 743 742 743 750 751 782 782 778

鉄道 110 117 115 110 115 134 146 149 144 141 138 134 126
３）排出量の部⾨・分野別構成⽐ 平成30年度（2018年度） 船舶 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

平成30年度  廃棄物分野（⼀般廃棄物） 208 152 109 98 88 96 103 100 107 112 137 135 163
排出量

(千t-CO2)
合  計  13,430 100%

産業部⾨ 1,708 13% ５）部⾨・分野別構成⽐の⽐較（都道府県平均及び全国平均） (2018年度)
製造業 1,468 11%
建設業・鉱業 178 1%
農林⽔産業 61 0%

業務その他部⾨ 4,189 31%
家庭部⾨ 5,055 38%
運輸部⾨ 2,316 17%

⾃動⾞ 2,190 16%
旅客 1,412 11%
貨物 778 6%

鉄道 126 1%
船舶 0 0%

廃棄物分野（⼀般廃棄物） 163 1%

 区域全体の排出量は、環境省「地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）策定･実施マニュアル（算定⼿法編）（Ver1.0）（平成29年3⽉）」の標準的⼿法に基づき統計資料の按分により地⽅公
共団体別部⾨・分野別の排出量を推計した値です。なお、⼀般廃棄物のCO2排出量は、環境省「⼀般廃棄物実態調査結果」の焼却処理量から推計しています。
各地⽅公共団体の過年度のデータは、地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）策定⽀援サイト
（https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/kuiki/index.html）をご参照ください。
 本カルテに掲載している推計年度は、実⾏計画（区域施策編）で地域の温室効果ガス排出量の⽬標を策定する際に基準年度や現状年度として
選択できます。2018年度は最新の現況推計年度です。各部⾨別排出構成⽐を分析することで施策の検討に役⽴てることができます。

４）部⾨別指標の推移で⽰す各指標は、部⾨別排出量の推計に⽤いた按分指標です。それぞれの指標の経年変化を分析することで、排出量の要因となる活動量がどのように増減しているかを把握することができます。
各指標の引⽤元は以下のとおりです。製造品出荷額等（製造業）︓⼯業統計調査， 従業者数（建設業・鉱業、農林⽔産業、業務その他部⾨）︓経済センサス（基礎調査）， 世帯数（家庭部⾨）︓住⺠基本台帳に基づく⼈⼝、⼈⼝動態及び世帯数調査， ⾃動
⾞保有台数（運輸部⾨）︓⾃動⾞検査登録情報協会「市区町村別⾃動⾞保有⾞両数」及び全国軽⾃動⾞協会連合会「市区町村別軽⾃動⾞⾞両数」， ⼈⼝（鉄道）︓住⺠基本台帳に基づく⼈⼝、⼈⼝動態及び世帯数調査， ⼊港船舶総トン数（船舶）︓港湾調査
年報
なお、従業者数は５年おきに更新される経済センサス（基礎調査）を使⽤し、「2007年度、2008年度」、「2009年度〜2013年度」、「2014年度〜2018年度」をそれぞれ同じ統計から集計しています（廃置分合等により数値が同値でない場合もあります）。
廃棄物分野は按分ではなく⼀般廃棄物処理実態調査結果の焼却施設ごとの処理量から推計しているため、推計したCO2排出量の推移を掲載しています。
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2.1 ⾃治体排出量カルテの概要

〇 都道府県と市区町村を対象とした、地⽅公共団体の排出量等の時系列データを可視化した資料であり、
部⾨別CO2排出量の現況推計の他、他の地⽅公共団体との⽐較、特定事業所の情報、再エネ導⼊状況を
包括的に知ることができ、印刷して排出削減施策の検討に資する補助資料として活⽤することができます。

CO2排出量

CO2排出量の傾向把握  【⾃治体排出量カルテ】（１／４） 札幌市
〇地⽅公共団体の部⾨・分野別排出量（標準的⼿法）

１）排出量の部⾨・分野別構成⽐ 平成17年度（2005年度） ４）部⾨・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化
平成17年度 （千t-CO2）

排出量
(千t-CO2)

合  計  13,389 100%
産業部⾨ 2,121 16%

製造業 1,813 14%
建設業・鉱業 237 2%
農林⽔産業 71 1%

業務その他部⾨ 3,939 29%
家庭部⾨ 4,453 33%
運輸部⾨ 2,668 20%

⾃動⾞ 2,558 19%
旅客 1,708 13%
貨物 850 6%

鉄道 110 1%
船舶 0 0%

廃棄物分野（⼀般廃棄物） 208 2%

２）排出量の部⾨・分野別構成⽐ 平成25年度（2013年度）
平成25年度

排出量
(千t-CO2)

合  計  14,437 100%
産業部⾨ 1,696 12%

製造業 1,425 10% 平成17年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

建設業・鉱業 216 1% 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量

農林⽔産業 55 0% （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2)

業務その他部⾨ 4,837 34% 合  計  13,389 12,849 13,226 11,943 11,357 13,300 14,974 14,437 14,903 14,399 13,898 13,899 13,430
家庭部⾨ 5,396 37% 産業部⾨ 2,121 1,962 1,747 1,604 1,435 1,642 1,709 1,696 1,600 1,662 1,666 1,755 1,708
運輸部⾨ 2,409 17% 製造業 1,813 1,675 1,496 1,373 1,204 1,348 1,386 1,425 1,330 1,398 1,407 1,499 1,468

⾃動⾞ 2,259 16% 建設業・鉱業 237 210 184 159 165 232 261 216 208 200 188 192 178
旅客 1,516 11% 農林⽔産業 71 77 66 72 66 61 62 55 62 65 70 63 61
貨物 743 5% 業務その他部⾨ 3,939 3,589 4,199 3,703 3,315 4,187 5,201 4,837 5,079 4,914 4,213 4,225 4,189

鉄道 149 1% 家庭部⾨ 4,453 4,566 4,685 4,071 4,049 4,935 5,507 5,396 5,772 5,371 5,518 5,435 5,055
船舶 0 0% 運輸部⾨ 2,668 2,579 2,487 2,466 2,471 2,440 2,455 2,409 2,344 2,340 2,363 2,348 2,316

廃棄物分野（⼀般廃棄物） 100 1% ⾃動⾞ 2,558 2,463 2,372 2,356 2,355 2,306 2,308 2,259 2,201 2,199 2,225 2,214 2,190
旅客 1,708 1,632 1,569 1,588 1,583 1,563 1,566 1,516 1,451 1,447 1,443 1,433 1,412
貨物 850 830 803 768 773 743 742 743 750 751 782 782 778

鉄道 110 117 115 110 115 134 146 149 144 141 138 134 126
３）排出量の部⾨・分野別構成⽐ 平成30年度（2018年度） 船舶 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

平成30年度  廃棄物分野（⼀般廃棄物） 208 152 109 98 88 96 103 100 107 112 137 135 163
排出量

(千t-CO2)
合  計  13,430 100%

産業部⾨ 1,708 13% ５）部⾨・分野別構成⽐の⽐較（都道府県平均及び全国平均） (2018年度)
製造業 1,468 11%
建設業・鉱業 178 1%
農林⽔産業 61 0%

業務その他部⾨ 4,189 31%
家庭部⾨ 5,055 38%
運輸部⾨ 2,316 17%

⾃動⾞ 2,190 16%
旅客 1,412 11%
貨物 778 6%

鉄道 126 1%
船舶 0 0%

廃棄物分野（⼀般廃棄物） 163 1%

 区域全体の排出量は、環境省「地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）策定･実施マニュアル（算定⼿法編）（Ver1.0）（平成29年3⽉）」の標準的⼿法に基づき統計資料の按分により地⽅公
共団体別部⾨・分野別の排出量を推計した値です。なお、⼀般廃棄物のCO2排出量は、環境省「⼀般廃棄物実態調査結果」の焼却処理量から推計しています。
各地⽅公共団体の過年度のデータは、地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）策定⽀援サイト
（https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/kuiki/index.html）をご参照ください。
 本カルテに掲載している推計年度は、実⾏計画（区域施策編）で地域の温室効果ガス排出量の⽬標を策定する際に基準年度や現状年度として
選択できます。2018年度は最新の現況推計年度です。各部⾨別排出構成⽐を分析することで施策の検討に役⽴てることができます。

４）部⾨別指標の推移で⽰す各指標は、部⾨別排出量の推計に⽤いた按分指標です。それぞれの指標の経年変化を分析することで、排出量の要因となる活動量がどのように増減しているかを把握することができます。
各指標の引⽤元は以下のとおりです。製造品出荷額等（製造業）︓⼯業統計調査， 従業者数（建設業・鉱業、農林⽔産業、業務その他部⾨）︓経済センサス（基礎調査）， 世帯数（家庭部⾨）︓住⺠基本台帳に基づく⼈⼝、⼈⼝動態及び世帯数調査， ⾃動
⾞保有台数（運輸部⾨）︓⾃動⾞検査登録情報協会「市区町村別⾃動⾞保有⾞両数」及び全国軽⾃動⾞協会連合会「市区町村別軽⾃動⾞⾞両数」， ⼈⼝（鉄道）︓住⺠基本台帳に基づく⼈⼝、⼈⼝動態及び世帯数調査， ⼊港船舶総トン数（船舶）︓港湾調査
年報
なお、従業者数は５年おきに更新される経済センサス（基礎調査）を使⽤し、「2007年度、2008年度」、「2009年度〜2013年度」、「2014年度〜2018年度」をそれぞれ同じ統計から集計しています（廃置分合等により数値が同値でない場合もあります）。
廃棄物分野は按分ではなく⼀般廃棄物処理実態調査結果の焼却施設ごとの処理量から推計しているため、推計したCO2排出量の推移を掲載しています。
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2.2 ⾃治体排出量カルテからわかること
〇 ⾃治体排出量カルテ内の５つのシートから、温室効果ガス（CO2）排出量の現状、他の地⽅公共団体
との⽐較、FIT制度による再⽣可能エネルギーの現状の情報を可視的に得ることができます。

シート３ 特定事業所の現状把握
１ 地⽅公共団体の区域全体の排出量(標準的⼿法)
１）部⾨・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化
２) 地⽅公共団体の区域全体の排出量部⾨・分野別構成⽐
２ 特定事業所の排出量
３) 特定事業所排出量の推移
４) 特定事業所の排出量部⾨別構成⽐
３ 特定事業所数及び１事業所当たりの排出量
５) 特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移（産業）
６) 特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移（業務その他)
７) 特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移（エネルギー転換）
８) 産業部⾨（製造業）中分類別１事業所当たりの排出量
９) 業務その他部⾨⼤分類別１事業所当たりの排出量
10) エネルギー転換部⾨細分類別１事業所当たりの排出量

シート５ 他の地⽅公共団体との⽐較
１ 部⾨・分野別排出量の⽐較（標準的⼿法）
１）部⾨・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の⽐較
２）部⾨・分野別の温室効果ガス（CO2）構成⽐の⽐較
２ 区域全体の排出量に占める特定事業所排出量⽐率の⽐較
３) 産業部⾨
４) 業務その他部⾨

３ 特定事業所排出量の⽐較
５) 特定事業所排出量の⽐較
６) 特定事業所数の⽐較
７) 特定事業所排出量の部⾨別構成⽐の⽐較

シート４ 再⽣可能エネルギー導⼊状況
１ 地⽅公共団体の再⽣可能エネルギー導⼊状況
１）区域の再⽣可能エネルギーの導⼊容量
２）区域の再⽣可能エネルギーの導⼊容量累積の経年変化
３）区域の太陽光発電(10kW未満)設備の導⼊容量累積の経年変化
２ 他の地⽅公共団体との再⽣可能エネルギーの導⼊容量の⽐較
４）他の地⽅公共団体との再⽣可能エネルギー別導⼊容量の⽐較
３ 他の地⽅公共団体との再⽣可能エネルギー普及率等の⽐較
５）他の地⽅公共団体との対消費電⼒FIT導⼊⽐の⽐較
６）他の地⽅公共団体との太陽光発電(10kW未満)

対世帯数FIT太陽光導⼊⽐の⽐較

※更なる詳細は⾃治体排出量カルテの説明資料（下記参照）をご覧ください。
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/karte/karte01.pdf

シート１ CO2排出量の傾向把握
１ 地⽅公共団体の区域全体の排出量(標準的⼿法)
１）排出量の部⾨・分野別構成⽐ 2005年度
２）排出量の部⾨・分野別構成⽐ 2013年度
３）排出量の部⾨・分野別構成⽐ 最新年度
４）部⾨・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化
５）部⾨・分野別構成⽐の⽐較（都道府県平均及び全国平均）

シート２ 活動量の現状把握
地⽅公共団体の活動量
１）部⾨・分野別指標の推移（廃棄物のみ排出量の推移）
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3.1 ⾃治体排出量カルテ利⽤のメリット

〇 ⾃治体排出量カルテを利⽤することの最⼤のメリットは、グラフが豊富に⽤いられており、排出量や活動量の
定量的な数値データを、グラフにより視覚的な情報として容易に捉えることができる点にあります。
〇 以下に⽰すようなメリットも有することから、特に「政策策定のための補助資料」「環境コミュニケーションツー
ル」としての活⽤に効⼒を発揮します。

政策策定のための補助資料として活⽤ 環境コミュニケーションツールとして活⽤

◎ 定量データを、グラフにより視覚的に得ることが可能

○ 複数の⽂献からの統計情報が包括的に整理されている

○ 全国・都道府県や他の地⽅公共団体との⽐較を⾏うことが可能

○ 必要なグラフのみを選んで編集・利⽤することが容易

○ 誰でもダウンロードでき、⼀般市⺠とも情報の共有が容易



〇地⽅公共団体の部⾨・分野別排出量（標準的⼿法）

１）排出量の部⾨・分野別構成⽐ 平成17年度（2005年度） ４）部⾨・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化
平成17年度 （千t-CO2）

排出量
(千t-CO2)

合  計  14,379 100%
産業部⾨ 2,410 17%

製造業 1,831 13%
建設業・鉱業 570 4%
農林⽔産業 10 0%

業務その他部⾨ 4,451 31%
家庭部⾨ 4,641 32%
運輸部⾨ 2,668 19%

⾃動⾞ 2,558 18%
旅客 1,708 12%
貨物 850 6%

鉄道 110 1%
船舶 0 0%

廃棄物分野（⼀般廃棄物） 208 1%

２）排出量の部⾨・分野別構成⽐ 平成25年度（2013年度）
平成25年度

排出量
(千t-CO2)

合  計  15,250 100%
産業部⾨ 1,810 12%

製造業 1,484 10% 平成17年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成27年度 平成28年度

建設業・鉱業 312 2% 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量
農林⽔産業 15 0% （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2)

業務その他部⾨ 5,301 35% 合  計  12,582 12,582 12,582 12,582 12,090 13,779 15,526 15,250 15,551 15,162 15,162 15,178
家庭部⾨ 5,630 37% 産業部⾨ 1,704 1,704 1,704 1,704 1,701 1,715 1,787 1,810 1,716 1,814 1,814 1,849
運輸部⾨ 2,409 16% 製造業 1,457 1,457 1,457 1,457 1,300 1,447 1,457 1,484 1,400 1,484 1,484 1,536

⾃動⾞ 2,259 15% 建設業・鉱業 232 232 232 232 386 253 313 312 298 313 313 293
旅客 1,516 10% 農林⽔産業 15 15 15 15 14 15 17 15 18 17 17 19
貨物 743 5% 業務その他部⾨ 4,072 4,072 4,072 4,072 3,618 4,390 5,354 5,301 5,377 5,290 5,290 5,101

鉄道 149 1% 家庭部⾨ 4,241 4,241 4,241 4,241 4,211 5,138 5,828 5,630 6,007 5,607 5,607 5,729
船舶 0 0% 運輸部⾨ 2,466 2,466 2,466 2,466 2,471 2,440 2,455 2,409 2,345 2,340 2,340 2,363

廃棄物分野（⼀般廃棄物） 100 1% ⾃動⾞ 2,356 2,356 2,356 2,356 2,355 2,306 2,308 2,259 2,201 2,199 2,199 2,226
旅客 1,588 1,588 1,588 1,588 1,583 1,563 1,566 1,516 1,451 1,447 1,447 1,444
貨物 768 768 768 768 773 743 742 743 750 751 751 782

鉄道 110 110 110 110 115 134 146 149 144 141 141 137
３）排出量の部⾨・分野別構成⽐ 平成29年度（2017年度） 船舶 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

平成29年度  廃棄物分野（⼀般廃棄物） 98 98 98 98 88 96 103 100 107 112 112 137
排出量

(千t-CO2)
合  計  15,285 100%

産業部⾨ 1,942 13% ５）部⾨・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化 (2017年度)
製造業 1,630 11%
建設業・鉱業 292 2%
農林⽔産業 20 0%

業務その他部⾨ 5,239 34%
家庭部⾨ 5,622 37%
運輸部⾨ 2,348 15%

⾃動⾞ 2,214 14%
旅客 1,433 9%
貨物 782 5%

鉄道 133 1%
船舶 0 0%

廃棄物分野（⼀般廃棄物） 135 1%
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〜 直近年度の部⾨別の排出量を⽤いた政策検討 〜

7区域施策編 策定・実施マニュアル 算定⼿法編 関連箇所︓208~234ページ

3.2 活⽤イメージ 政策策定のための補助資料として①

※利⽤時のポイント
⻘⾊のセルは、地⽅公共団体が独⾃に算定を実施した値に置き換えて利⽤することが可能です。
標準的⼿法（全国・都道府県の排出量を活動量で簡易的に案分）での排出量であり、地⽅公共団体が独⾃に算定する排出量と乖離が⽣じる場合があり

ます。

〇 地⽅公共団体の排出構造や排出特性に応じた政策を講じる場合、直近年度の部⾨別の排出量を把握
することが重要となります。その際、部⾨別排出量を可視的に把握できる、⾃治体排出量カルテが⾮常に有⽤
です。
〇 特に排出量⽐率の⼤きな部⾨には、更なる排出削減の余地が残されている可能性があり、その部⾨への
施策を優先的に検討することが考えられます。

３）排出量の部⾨・分野別構成⽐ 平成28年度（2016年度）
平成28年度

排出量
(t-CO2)

合  計  1,049 100%
産業部⾨ 682 65%

製造業 671 64%
建設業・鉱業 5 1%
農林⽔産業 6 1%

業務その他部⾨ 132 13%
家庭部⾨ 80 8%
運輸部⾨ 146 14%

⾃動⾞ 142 14%
旅客 74 7%
貨物 68 6%

鉄道 5 0%
船舶 0 0%

廃棄物分野（⼀般廃棄物） 8 1%

構成⽐
廃棄物分野（⼀般廃棄物）

1%
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内側（内訳）凡例

製造業部⾨の排出量⽐率が
⾼い
↓
製造業部⾨の施策を優先的に
検討する



産業部⾨（製造業）- 製造品出荷額等 産業部⾨（建設業・鉱業）- 従業者数 産業部⾨（農林⽔産業）- 従業者数 業務その他部⾨ - 従業者数
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0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000

平
成

17
年

度

平
成

19
年

度
平

成
20

年
度

平
成

21
年

度
平

成
22

年
度

平
成

23
年

度
平

成
24

年
度

平
成

25
年

度
平

成
26

年
度

平
成

27
年

度
平

成
28

年
度

0

20

40

60

80

平
成

17
年

度

平
成

19
年

度
平

成
20

年
度

平
成

21
年

度
平

成
22

年
度

平
成

23
年

度
平

成
24

年
度

平
成

25
年

度
平

成
26

年
度

平
成

27
年

度
平

成
28

年
度

0
2,000
4,000
6,000
8,000

10,000
12,000
14,000

平
成

17
年

度

平
成

19
年

度
平

成
20

年
度

平
成

21
年

度
平

成
22

年
度

平
成

23
年

度
平

成
24

年
度

平
成

25
年

度
平

成
26

年
度

平
成

27
年

度
平

成
28

年
度

0
5,000

10,000
15,000
20,000
25,000
30,000
35,000
40,000

平
成

17
年

度

平
成

19
年

度
平

成
20

年
度

平
成

21
年

度
平

成
22

年
度

平
成

23
年

度
平

成
24

年
度

平
成

25
年

度
平

成
26

年
度

平
成

27
年

度
平

成
28

年
度

〇地⽅公共団体の部⾨・分野別排出量（標準的⼿法）

１）排出量の部⾨・分野別構成⽐ 平成17年度（2005年度） ４）部⾨・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化
平成17年度 （千t-CO2）

排出量
(千t-CO2)

合  計  14,379 100%
産業部⾨ 2,410 17%

製造業 1,831 13%
建設業・鉱業 570 4%
農林⽔産業 10 0%

業務その他部⾨ 4,451 31%
家庭部⾨ 4,641 32%
運輸部⾨ 2,668 19%

⾃動⾞ 2,558 18%
旅客 1,708 12%
貨物 850 6%

鉄道 110 1%
船舶 0 0%

廃棄物分野（⼀般廃棄物） 208 1%

２）排出量の部⾨・分野別構成⽐ 平成25年度（2013年度）
平成25年度

排出量
(千t-CO2)

合  計  15,250 100%
産業部⾨ 1,810 12%

製造業 1,484 10% 平成17年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成27年度 平成28年度

建設業・鉱業 312 2% 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量
農林⽔産業 15 0% （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2)

業務その他部⾨ 5,301 35% 合  計  12,582 12,582 12,582 12,582 12,090 13,779 15,526 15,250 15,551 15,162 15,162 15,178
家庭部⾨ 5,630 37% 産業部⾨ 1,704 1,704 1,704 1,704 1,701 1,715 1,787 1,810 1,716 1,814 1,814 1,849
運輸部⾨ 2,409 16% 製造業 1,457 1,457 1,457 1,457 1,300 1,447 1,457 1,484 1,400 1,484 1,484 1,536

⾃動⾞ 2,259 15% 建設業・鉱業 232 232 232 232 386 253 313 312 298 313 313 293
旅客 1,516 10% 農林⽔産業 15 15 15 15 14 15 17 15 18 17 17 19
貨物 743 5% 業務その他部⾨ 4,072 4,072 4,072 4,072 3,618 4,390 5,354 5,301 5,377 5,290 5,290 5,101

鉄道 149 1% 家庭部⾨ 4,241 4,241 4,241 4,241 4,211 5,138 5,828 5,630 6,007 5,607 5,607 5,729
船舶 0 0% 運輸部⾨ 2,466 2,466 2,466 2,466 2,471 2,440 2,455 2,409 2,345 2,340 2,340 2,363

廃棄物分野（⼀般廃棄物） 100 1% ⾃動⾞ 2,356 2,356 2,356 2,356 2,355 2,306 2,308 2,259 2,201 2,199 2,199 2,226
旅客 1,588 1,588 1,588 1,588 1,583 1,563 1,566 1,516 1,451 1,447 1,447 1,444
貨物 768 768 768 768 773 743 742 743 750 751 751 782

鉄道 110 110 110 110 115 134 146 149 144 141 141 137
３）排出量の部⾨・分野別構成⽐ 平成29年度（2017年度） 船舶 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

平成29年度  廃棄物分野（⼀般廃棄物） 98 98 98 98 88 96 103 100 107 112 112 137
排出量

(千t-CO2)
合  計  15,285 100%

産業部⾨ 1,942 13% ５）部⾨・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化 (2017年度)
製造業 1,630 11%
建設業・鉱業 292 2%
農林⽔産業 20 0%

業務その他部⾨ 5,239 34%
家庭部⾨ 5,622 37%
運輸部⾨ 2,348 15%

⾃動⾞ 2,214 14%
旅客 1,433 9%
貨物 782 5%

鉄道 133 1%
船舶 0 0%

廃棄物分野（⼀般廃棄物） 135 1%
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〜 部⾨別排出量の経年推移を⽤いた政策検討 〜

8

〇 直近年度だけでなく、排出量の経年推移を把握することで、今後の当該地⽅公共団体において排出量の
増加が⾒込まれる部⾨を、⾃治体排出量カルテを⾒ながら可視的に把握することができます。
〇 ただし排出量の増加の原因が、電⼒の排出係数の増加にあるのか、⼈⼝や⽣産量などの活動量の増加に
あるのか等の分析は別途必要になります。

3.2 活⽤イメージ 政策策定のための補助資料として②

※利⽤時のポイント
⻘⾊のセルは、地⽅公共団体が独⾃に算定を実施した値に置き換えて利⽤することが可能です。

４）部⾨・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化
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業務その他部⾨の排出量は増
加傾向、活動量である従業者
数は横ばい傾向
↓
業務部⾨の活動量増加以外に
要因がある可能性が⾼い

Ex.)電⼒排出係数の増⼤ 等

区域施策編 策定・実施マニュアル 算定⼿法編 関連箇所︓208~234ページ

１）部⾨・分野別指標の推移（廃棄物のみ排出量の推移）
産業部⾨（製造業）- 製造品出荷額等 産業部⾨（建設業・鉱業）- 従業者数 産業部⾨（農林⽔産業）- 従業者数
(億円) (⼈) (⼈)

業務その他部⾨ - 従業者数 家庭部⾨ - 世帯数 運輸部⾨（⾃動⾞）- ⾃動⾞保有台数
(⼈) (世帯) (台)

運輸部⾨（鉄道）- ⼈⼝ 運輸部⾨（船舶）- ⼊港船舶総トン数 廃棄物分野（⼀般廃棄物） - CO2排出量
(⼈) (万トン) (千t-CO2)
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〜 現状趨勢ケースの算定を通じた政策検討 〜

9

〇 現状趨勢ケース(BAU)は、今後追加的な対策を⾏わないケースであり、将来の総量⽬標を策定する際の、
基準排出量として⽤いられます。
〇 ⾃治体の排出量の経年推移のグラフと活動量の推移を利⽤することで、地⽅公共団体が将来排出量の
現状趨勢ケース(BAU)の算定に際し、有効に活⽤する事が可能です。

3.2 活⽤イメージ 政策策定のための補助資料として③

※利⽤時のポイント
⻘⾊のセルは、地⽅公共団体が独⾃に算定を実施した値に置き換えて利⽤することが可能です。
 さらに詳細な排出量・活動量のデータが必要な場合は、環境省が公表する市町村別のCO2排出量現況推計をご利⽤ください。

区域施策編 策定・実施マニュアル 算定⼿法編 関連箇所︓211~217ページ

３）排出量の部⾨・分野別構成⽐ 平成28年度（2016年度）
廃棄物分野（⼀般廃棄物）
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〜 再⽣可能エネルギー導⼊促進に係る政策検討 〜

10

〇 ⾃治体排出量カルテは、地⽅公共団体における再⽣可能エネルギー導⼊量の推移がグラフとして可視化さ
れており、再⽣可能エネルギー導⼊促進のための施策の検討にも有効に利⽤することができます。
〇 特に対消費電⼒FIT導⼊⽐の伸びに著しい鈍化が⾒られる場合、再⽣可能エネルギー導⼊促進に向けた
施策の加速を検討することが考えられます。

3.2 活⽤イメージ 政策策定のための補助資料として④

※利⽤時のポイント
同規模の地⽅公共団体との再エネ導⼊量および導⼊⽐率の⽐較が可能です。

地⽅公共団体の再⽣可能エネルギー導
⼊量の推移を確認可能
↓
特に対消費電⼒FIT導⼊⽐（≒地域の
再エネ⾃給率）に着⽬し、伸び率が鈍化
している場合は、再⽣可能エネルギー導⼊
促進に向けた施策の加速を検討する

属する都道府県や全国の平均と
⽐較し、地⽅公共団体の再⽣可
能エネルギーの利⽤特性を把握す
る

●●市
▼▼市

×××市
◆◆市
□□市



１ 地⽅公共団体の区域全体の排出量(標準的⼿法) に占める特定事業所のカバー率 ３ 特定事業所数及び１事業所当たりの排出量

１）部⾨・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化 ２)地⽅公共団体の区域全体の排出量部⾨・分野別構成⽐       

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

合  計  8 6 5 6 8 8 8 8 112 111 107 119 137 136 141 145
産業部⾨ 13 11 6 8 15 14 13 13 13 12 6 12 17 16 18 16

製造業 13 11 6 8 15 14 14 14 13 12 6 12 16 15 17 15
建設業・鉱業 - - - - 5 12 4 4 0 0 0 0 1 1 1 1
農林⽔産業 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0

業務その他部⾨ 8 6 5 6 7 7 7 8 91 91 93 99 112 112 115 120
エネルギー転換部⾨ 2 2 1 1 1 1 1 3 8 8 8 8 8 8 8 9
分類不能 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

構成⽐
特定事業所の

排出量
(千t-CO2)

特定事業所の
カバー率

合  計  12,582 12,090 13,779 15,526 15,250 15,551 15,162 15,178 100% 1,224 8%
産業部⾨ 1,704 1,701 1,715 1,787 1,810 1,716 1,814 1,849 12% 209 11%

製造業 1,457 1,300 1,447 1,457 1,484 1,400 1,484 1,536 10% 205 13%
建設業・鉱業 232 386 253 313 312 298 313 293 2% 4 1%
農林⽔産業 15 14 15 17 15 18 17 19 0% 0 0%

業務その他部⾨ 4,072 3,618 4,390 5,354 5,301 5,377 5,290 5,101 34% 989 19%
家庭部⾨ 4,241 4,211 5,138 5,828 5,630 6,007 5,607 5,729 38%
運輸部⾨ 2,466 2,471 2,440 2,455 2,409 2,345 2,340 2,363 16%

⾃動⾞ 2,356 2,355 2,306 2,308 2,259 2,201 2,199 2,226 15%
旅客 1,588 1,583 1,563 1,566 1,516 1,451 1,447 1,444 10%
貨物 768 773 743 742 743 750 751 782 5%

鉄道 110 115 134 146 149 144 141 137 1%
船舶 0 0 0 0 0 0 0 0 0%

 廃棄物分野（⼀般廃棄物） 98 88 96 103 100 107 112 137 1%

N : 札幌市事業所数

２ 特定事業所の排出量
3)特定事業所排出量の推移       4)特定事業所の排出量部⾨別構成⽐（平成28年度（2016年度））

千t-CO2

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

合  計  867 708 537 721 1,088 1,047 1,070 1,224
産業部⾨ 168 130 34 96 252 224 234 209

製造業 168 130 34 96 247 212 230 205 N : 札幌市事業所数

建設業・鉱業 0 0 0 0 5 12 4 4
農林⽔産業 0 0 0 0 0 0 0 0 N : 札幌市事業所数

業務その他部⾨ 684 562 492 616 829 817 830 989
エネルギー転換部⾨ 16 16 11 9 7 6 6 26
分類不能 0 0 0 0 0 0 0 0

部⾨
特定事業所の排出量（千t-CO2)

部⾨・分野
平成28年度

部⾨
1事業所当たりの排出量（千t-CO2） 特定事業所数（箇所)
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0 5 10 15 20 25 30 35

9︓⾷料品製造業(N=9)

10︓飲料・たばこ・飼料製造業(N=2)

11︓繊維⼯業(N=0)

12︓⽊材・⽊製品製造業（家具を除く）(N=0)

13︓家具・装備品製造業(N=0)

15︓印刷・同関連業(N=2)

18︓プラスチック製品製造業（別掲を除く）(N=0)

19︓ゴム製品製造業(N=0)

20︓なめし⾰・同製品・⽑⽪製造業(N=0)

23︓⾮鉄⾦属製造業(N=0)

24︓⾦属製品製造業(N=0)

25︓はん⽤機械器具製造業(N=0)

26︓⽣産⽤機械器具製造業(N=0)

27︓業務⽤機械器具製造業(N=0)

28︓電⼦部品・デバイス・電⼦回路製造業(N=0)

29︓電気機械器具製造業(N=0)

30︓情報通信機械器具製造業(N=0)

31︓輸送⽤機械器具製造業(N=0)

32︓その他の製造業(N=0)

N:札幌市事業所数

札幌市 全国

エネルギー多消費業種以外

千t-CO2

10)エネルギー転換部⾨細分類別１事業所当たりの排出量
(全国平均値との⽐較)(平成28年度（2016年度）)
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14︓パルプ・紙・紙加⼯品製造業(N=0)

16︓化学⼯業(N=1)

17︓⽯油製品・⽯炭製品製造業(N=0)

21︓窯業・⼟⽯製品製造業(N=0)

22︓鉄鋼業(N=1)
札幌市 全国

エネルギー多消費業種

千t-CO2
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F︓電気・ガス・熱供給・⽔道業(N=17)

G︓情報通信業(N=13)

H︓運輸業，郵便業(N=0)

I︓卸売業，⼩売業(N=21)

J︓⾦融業，保険業(N=4)

K︓不動産業，物品賃貸業(N=14)

L︓学術研究,専⾨･技術ｻｰﾋﾞｽ業(N=2)

M︓宿泊業，飲⾷サービス業(N=19)

N︓⽣活関連ｻｰﾋﾞｽ業,娯楽業(N=3)

O︓教育，学習⽀援業(N=5)

P︓医療，福祉(N=18)

Q︓複合サービス事業(N=0)

R︓サービス業（他に分類されないもの）(N=5)

S︓公務（他に分類されるものを除く）(N=8)

札幌市 全国
千t-CO2

内側（内訳）凡例
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⽯油精製業・コークス製造業(N=0)

発電所・変電所(N=0)

ガス製造⼯場(N=0)

熱供給業(N=9)

N:札幌市事業所数
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7)特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移（エネルギー転換部⾨）

製造業
17%

業務その他部⾨
81%
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建設業・鉱業
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（エネルギー転換部⾨を除く）

（エネルギー転換部⾨を除く）

区域全体の排出量は、環境省「地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）策定･実施マニュアル（算定⼿法編）（Ver1.0）（平成29年3⽉）」の標準的⼿法に基づき統計資料の按分により
地⽅公共団体別部⾨・分野別の排出量を推計した値です。なお、⼀般廃棄物のCO2排出量は、環境省「⼀般廃棄物実態調査結果」の焼却処理量から推計しています。
各地⽅公共団体の過年度のデータは、地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）策定⽀援サイト
（https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/kuiki/index.html）をご参照ください。

特定事業所のカバー率は、推計の精度の関係で地⽅公共団体の区域全体の排出量に占める特定事業所排出量の⽐率が100％を超える場合、100％としています。

本カルテの「特定事業所」は、「地球温暖化対策の推進に関
する法律」に基づくエネルギー使⽤量が原油換算で1,500kl/年
以上である事業所です。本カルテの特定事業所の部⾨と⽇本標
準産業分類の細分類との対応は以下の通りです。

製造業︓E製造業(エネルギー転換部⾨の細分類除く)
建設業・鉱業︓C鉱業,採⽯業,砂利採取業,D建設業
農林⽔産業︓A農業,林業,B漁業
業務その他部⾨︓ F電気・ガス・熱供給・⽔道業

〜S公務(エネルギー転換部⾨の細分類除く)
エネルギー転換部⾨︓標準産業分類の細分類（E製造業の
1711︓⽯油精製業、1731︓コークス製造業、F︓ F電気・ガス・
熱供給・⽔道業の3311︓発電所、3312︓変電所、3411︓ガス製
造⼯場、3511︓熱供給業）

9)業務その他部⾨⼤分類別１事業所当たりの排出量
(全国平均値との⽐較)(平成28年度（2016年度）)

8)産業部⾨（製造業）中分類別１事業所当たりの排出量
(全国平均値との⽐較)(平成28年度（2016年度）)

〜 特定事業所に係る政策検討 〜
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〇 ⾃治体排出量カルテでは、温対法の「温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度」によって開⽰された、
地⽅公共団体の特定事業所（全ての事業所のエネルギー使⽤量合計が1,500kl/年以上となる事業者）の
排出量、事業所数、1事業所当たりの排出量等をグラフ化して掲載しています。
〇 例えば１事業所当たりの排出量が増加傾向にある場合、その部⾨の特定事業所への省エネ導⼊促進等、
施策を優先的に検討することが考えられます。

3.2 活⽤イメージ 政策策定のための補助資料として⑤

特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移（業務その他部⾨)特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移（産業部⾨）

特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移（エネルギー転換部⾨）
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産業・業務部⾨に⽐べ、エネルギー転換部⾨
の１事業所当たりの排出量が増加傾向
↓
エネルギー転換部⾨の特定事業所への省エネ
導⼊促進等、施策を優先的に検討する

区域施策編 策定・実施マニュアル 算定⼿法編 関連箇所︓38, 66, 136ページ



地⽅公共団体ホー
ムページパンフレット
等の補助資料として

政策策定の庁内
調整資料として

環境・社会科教
育の題材として
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〇 ⾃治体排出量カルテは、視覚的に捉えられるグラフを豊富に⽤いた資料として、政策決定者と市⺠間、あ
るいは政策決定者間・市⺠間の環境コミュニケーションツールとしての活⽤が⼤いに⾒込まれます。

※利⽤時のポイント
⾃治体排出量カルテはデフォルトでA3サイズの紙資料として作成されており、サイズ調整等無しにワンタッチでの印刷が可能です。

政策
決定者 市⺠

政策
決定者 市⺠

〜 政策決定者、市⺠の環境コミュニケーションツールとしての利⽤ 〜
3.2 活⽤イメージ コミュニケーションツールとして 共通
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巻末資料 ⽤語集
 運輸部門
自動車、船舶、航空機、鉄道におけるエネルギー消費に伴う排出です。総合エネルギー統計の運輸部門に対応します。
出所：環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）Ver.1.0」P49

 エネルギー起源CO2排出量・非エネルギー起源CO2排出量
二酸化炭素（CO₂）は、地球温暖化対策の分野においては、エネルギー（電気や熱、燃料）の消費に伴って排出されるものと、これ以外のもの
の２つに分類されています。前者は「エネルギー起源CO₂」と呼ばれ、我が国全体における温室効果ガス排出量の大宗を占めています。多くの
地域においても、同様に区域の温室効果ガス排出量の大宗を占めていると考えられます。非エネルギー起源CO2排出量は、例えば、セメント
の製造プロセスにおいて原料自体の化学反応により生成する二酸化炭素がこれに当たります。
出所：環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）Ver.1.0」P10、P86

 エネルギー転換部門

発電所や熱供給事業所、石油製品製造業等における自家消費分及び送配電ロス等に伴う排出です。産業部門や業務その他部門の自家用
発電や自家用蒸気発生は含みません。
出所：環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）Ver.1.0」P49

 家庭部門

家庭におけるエネルギー消費に伴う排出です。自家用自動車からの排出は、「運輸部門（自動車）」で計上します。総合エネルギー統計の家
庭部門に対応します。
出所：環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）Ver.1.0」P49

 業務その他部門

事務所・ビル、商業・サービス施設のほか、他のいずれの部門にも帰属しないエネルギー消費に伴う排出です。総合エネルギー統計の業務
他（第三次産業）部門に対応します。
出所：環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）Ver.1.0」P49
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巻末資料 ⽤語集
 現状趨勢（BAU）ケース
現状趨勢（Business As Usual。以下「BAU」といいます。）ケースの温室効果ガス排出量（以下「BAU 排出量」といいます。）とは、今後追加的な
対策を見込まないまま推移した場合の将来の温室効果ガス排出量を指します。
BAU 排出量を推計することで、「将来の見通しを踏まえた計画目標の設定」や「より将来の削減に寄与する部門・分野別の対策・施策の立案」
を行うことができます。また、BAU排出量と対策・施策の削減効果の積上げを比較することで、「計画目標達成の蓋然性の評価」に活用するこ
ともできます。
なお、BAU 排出量の推計は必ずしも実施しなくてはならないものではありません。区域の将来推計人口や経済成長率等の活動量の見通しも
踏まえて、その必要性を判断してください。
出所：環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）Ver.1.0」P59

 産業部門

製造業、農林水産業、鉱業、建設業におけるエネルギー消費に伴う排出です。総合エネルギー統計の農林水産鉱建設部門及び製造業部門
に対応します。
出所：環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）Ver.1.0」P49

 燃料の燃焼分野
燃料の燃焼及び自動車走行に伴う排出です。
出所：環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）Ver.1.0」P4

 農業分野

水田からの排出及び耕地における肥料の使用による排出（耕作）、家畜の飼育や排泄物の管理に伴う排出（畜産）、農業廃棄物の焼却処分
に伴い発生する排出（農業廃棄物）です。
出所：環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）Ver.1.0」P49

 廃棄物分野

廃棄物の焼却処分に伴い発生する排出（焼却処分）、廃棄物の埋立処分に伴い発生する排出（埋立処分）、排水処理に伴い発生する排出
（排水処理）、廃棄物の焼却、製品の製造の用途への使用及び廃棄物燃料の使用に伴い発生する排出（原燃
料使用等）です。
出所：環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）Ver.1.0」P49


